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枚方寝屋川消防組合人事行政の運営等の状況の公表について 

 
 

本消防組合では、平成16年８月１日に地方公務員法の改正法が施行されたことに

伴い、人事行政の公正性と透明性を高めることを目的として、平成18年度から人事

行政の運営等の状況を公表しています。 

 

 平成 28年度は、第４次将来構想計画の開始年度であり、本計画に基づき様々な

施策や事業を実行し、「安全で安心して暮らせるまち」の実現に向けて取り組んで

きました。 

 はじめに、救急体制では、毎年増加傾向にある救急要請に対応するために、長尾

出張所、神田出張所へ新たに専任の救急隊を配備し、増加する救急要請に対応して

きました。また、救急体制の充実強化に伴い、必要消防力となる定員数の見直しを

図り、645人から 10人増加し 655人と改めました。さらに、女性活躍推進法に基づ

く「特定事業主行動計画」を定め、全体職員に占める女性消防吏員の比率を引き上

げる目標を掲げ、女性が勤務できる職場環境の整備を進め、枚方消防署、中宮出張

所の２か所で新たに女性が勤務できる環境が整備されました。 

次に、火災予防の取り組みでは、重大な消防法令違反がある防火対象物の公表制

度の運用を開始し、防火対象物の危険性に関する情報を公表することで、利用者の

安全が確保されるように努めてきました。 

 最後に、平成 28 年度は新たに 43人の職員採用を行い、平成 24年４月から開始

している「新人材育成計画」に基づいた新人職員の人材育成にも精力的に取組み、

ジョブローテーションについてルールを定め、多種多様な業務を経験させることに

より、技術力の向上や柔軟で幅広い人材の育成を行っています。 

 

本消防組合では、今後も「市民の安全と安心」のために組織一丸となり、市民の

期待に応えられる組織であり続けるよう、さらに日々邁進して消防行政に取組んで

まいります。 

 

平成29年８月 

              枚方寝屋川消防組合管理者 



１ 職員の任免及び職員数に関する状況（平成29年４月１日現在） 
(1) 所属別職員数の状況 

① 職員の勤務配置                           （単位：人） 
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※ 実員総数は、出向者等を含む人数です。        



② 所属別職員数の変遷                            （単位：人） 
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注）網掛けは、機構改革により統廃合された部署です。 



 

(2) 職員数の変遷 
                                        （単位：人） 
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(3) 年齢別職員構成の状況 
（単位：人） 

18歳 26歳 31歳 36歳 41歳 46歳 51歳 56歳
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳

平成24年 92 79 37 81 41 81 141 109 661

平成29年 100 126 81 37 80 41 77 106 648

区分 計

 
 

次のグラフは平成 24年と平成 29年の年齢別構成比を示したものです。 
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 (4) 補職別職員数（各年４月１日現在） 
（単位：人） 

人数 うち女性数 人数 うち女性数 人数 うち女性数

消 防 長 1 － 1 － 1 －

消 防 次 長 2 － 2 － 1 －

部 署 長 5 － 5 － 6 －

参 事 4 － 2 － 2 －

次 長 ・ 副 署 長 7 － 8 － 9 －

課 長 ( 主 幹 ） 32 － 31 － 28 －

課 長 補 佐 25 － 30 － 31 －

副主幹・管理司令 60 － 56 － 57 1

係 長 ( 主 査 ） 143 3 141 4 146 3

主 任 172 6 169 7 173 7

副 主 任 7 － 6 － 3 －

係 員 184 5 186 4 189 5

事 務 職 員 3 3 2 2 2 2

計 645 17 639 17 648 18

平成29年度平成28年度
補職名

平成27年度

 
 

 
     

(5) 人事発令状況について 
   

次表は、平成 28年度中におこなった採用、退職、休職、復職等の件数を表したものです。 

                             (単位：人) 

  

区分 採用 異動 休職 復職 退職 育休

28年度 43 507 1 0 34 1  
 

［注１］退職者には、死亡者は含んでいません。 
［注２］枚方市との人事交流による派遣は、除いています。 

 

(6) 職員採用試験実施状況（平成28年度） 

 
  職員の採用については、地方公務員法において競争試験又は選考によるものとすると定められて

います。枚方寝屋川消防組合における平成28年度の採用試験の実施状況については、次のとおりで

す。 

                          (単位：人) 

 

試験区分 応募者数 受験者数 合格者数

大学卒 553 492 40

短大・高専・専修学校卒 205 154 8

高校卒 599 520 14

合　計 1357 1166 62  
            



２ 職員の人事評価 

職員の人事評価については、当初、「人事考課」と「目標管理」の 2つの制度を総合評価として実施してきました

が、さらに効率的かつ効果的な制度とすることを目的に再構築され、平成 22年度から新たな総合評価制度を実施

し、人事評価を行っています。 

総合評価制度に基づいて人事評価を実施することで、仕事の成果や職務遂行能力及び業務に対する取組

み姿勢を的確に把握し、職員の指導・育成に資することを目的とします。また、その結果を適正な人員配

置・昇任・昇格及び給与等に反映し、職務遂行上の責任感とやる気を促し、消防行政への参画意識の高揚

に繋げることを目指すものです。 

 

平成 28年度総合評価の状況 

 

管理職 配分率 非管理職 配分率 管理職 配分率 非管理職 配分率

SS 10 7.5% ― 10 7.5% ―

S 57 42.9% 242 49.7% 57 42.9% 249 49.9%

A 66 49.6% 245 50.3% 66 49.6% 250 50.1%

B 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

前期 後期
評価ランク

 

   

３ 職員の給与の状況 

  消防職員の給与は、「地方自治法」、「地方公務員法」、議会の議決を経て定めた「枚方寝屋川消防組 

合消防職員給与条例」、「給与関係の規則等」に基づき支給されます。 

(1) 人件費の状況（平成28年度決算） 

                                    （単位：円） 

給　料 職員手当 (内退職手当） 計 共済費 合　計

平成28年度 2,494,051,560 2,502,425,638 645,006,916 4,996,477,198 900,841,967 5,897,319,165
 

 

 ［注1］ 再任用職員分の人件費を含んだものです。 

 ［注2］ 職員手当には児童手当を含んでいません。 

 



(2) 職員給与費の状況（平成28年度決算） 

                                  （単位：円） 

職員数
A 給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B

平成28年度 637 2,394,692,121 779,902,763 1,029,700,318 4,204,295,202 6,600,000

給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　C

2,494,051,560 807,167,545 1,050,251,177 4,351,470,282 6,831,000

区　分
給　　与　　費 一人当たり

給与費B/A

【　参　考　値　】
給　　与　　費 一人当たり

給与費C/A

 
 

【参考】平成29年度当初予算          （単位：円） 

 

職員数
D 給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　E

平成29年度 646 2,398,846,230 764,668,366 1,057,952,104 4,221,466,700 6,535,000

区　分
給　　与　　費 一人当たり

給与費E/D

 

［注1］ 職員数は、各年度４月１日現在の再任用職員及び構成市からの派遣職員を除いた人数です。 

 ［注2］ 職員手当には退職手当及び児童手当を含んでいません。 

［注3］ 一人当たりの給与費の欄については、１千円未満を四捨五入しています。 

 ［注4］ 平成28年度の【参考値】は、総務省が指定した共通様式に基づき再任用職員の給与を含むものであるため、

一人当たり給与費（C/A）の欄については、再任用職員分を含んだ給与費を、再任用職員を含まない職員数で

除した金額となっています。 

  

 (3) 一般行政職の初任給及び経験年数別・学歴別職員給料の状況（平成29年４月１日現在） 

① 職員の初任給の状況                          （単位：円） 

枚方寝屋川消防組合 枚方市 寝屋川市

大学卒 191,700 191,700 191,700

短大・高専・専修学校卒 178,200 178,200 178,200

高校卒 161,700 161,700 161,700

区　分

一般行政職

 

［注］職歴がある場合などは、一定の基準により加算されます。 

 

② 経験年数別・学歴別平均給料月額の状況                （単位：円） 

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大学卒 290,483 324,650 354,042

短大・高専・専修学校卒 259,400 323,300 ―　　

高校卒 276,700 313,200 335,166

区　分

一般行政職

 
[注]経験年数20年の「短大・高専・専修学校」の対象者がいないため、｢－｣で表記しています。 

 



③ 一般行政職給料表の状況                      （単位：円） 

 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

1号給の給料月額 141,600 191,700 227,900 261,100 287,100 317,700 361,800 407,300 457,600

最高号給の給料月額 246,600 303,400 349,200 380,200 392,200 409,400 444,100 467,800 526,700  

 

④ 職員の級別職員数                

区分 標準的な職務

１級 定型的な業務を行う職務 127 人 19.7%％

２級
高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う職務

62 人 9.6%％

３級 主任の職務 139 人 21.5%％

４級
１　係長の職務
２　主査の職務

185 人 28.6%％

５級
１　参与の職務
２　課長補佐の職務
３　管理司令、副主幹又は副参与の職務

87 人 13.5%％

６級
１　課長又は担当課長の職務
２　主幹の職務

26 人 4.0%％

７級
１　部次長又は副署長の職務
２　副参事の職務

10 人 1.5%％

８級
１　消防次長の職務
２　部長又は署長の職務
３　参事の職務

9 人 1.4%％

９級 消防長の職務 1 人 0.2%％

職員数 構成比

 
[注]枚方市から派遣されている２名の職員は人数から除いています。 

 

⑤ 職員の平均給与月額及び平均年齢 

平均年齢 平均給与月額 平均給料月額

39.8 397,300 302,689（単位：円） 

[注]平均給与月額とは、給料と扶養手当、通勤手当や時間外勤務手当などの諸手当を合計したものです。 

 

 



⑥ ラスパイレス指数の状況（過去5年間の推移） 

 

区分 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

大学卒 106.1 106.7 99.2 98.3 99.7

短大卒 108.6 108.7 92.8 100.9 100.1

高校卒 107.6 108.3 93.1 99.4 100.9

全　体 106.9 107.5 92.6 98.9 100.3  

〔注〕ラスパイレス指数とは、地方公務員と国家公務員の給与水準を比較するため、一般行政職について国家公務員の

職員構成を基準として学歴別、経験年数別に平均給料月額を比較し、国家公務員の給与を100とした場合の地方公

務員の給与水準を指数で示したものです。 

 

(4) 職員の手当の状況（平29年４月１日現在） 

①  期末・勤勉手当の状況（平成28年度） 

 

支給率計
６月（月分） 12月（月分） 12月（遡及分） （月分）

期末手当 1.225 1.375 2.60

勤勉手当 0.8 0.8 0.1 1.70

区分
支給期別支給率

 

 

② 退職手当の状況（平成28年度） 

 

自己都合（月） 勧奨（月） 定年（月）

勤続20年 20.445 25.55625 25.55625

勤続25年 29.145 34.5825 34.5825

勤続35年 41.325 49.59 49.59

定年前勧奨退職者　２～20％加算措置

支給率

区分

 

 

 

退職事由 退職手当金(円） 人数（人）

普通 994,305 3

免職 0 0

死亡 0 0

９月勧奨 39,478,634 2

３月勧奨 15,125,500 2

定年 589,408,477 27

合計 645,006,916 34  



③  地域手当 

 （給料＋扶養手当＋管理職手当）の１０％  
［注］地域手当とは、平成18年４月から従来の調整手当に替わり支給されることになったもので、本消防組合の場合

支給率に変更はありませんでした。 

④ 特殊勤務手当               (単位：円) 

 

手当の名称 単位 金額 内　容

280 大型

230 普通

指令管制手当 当務 170 指令管制業務

280 １時間以上

220 １時間未満

300 管理隊長または小隊長に加算

170 ２時間以上

110 ２時間未満

50 管理隊長または小隊長に加算

120 救命士のみ加算

当務 170 救助担当

100 高所・深穴・水上作業

200 夜間業務（Ａ勤務）

730 夜間業務（Ｂ勤務）

機関手当

出火出場手当

救急出場手当

特殊勤務手当
回

回

回

当務

 

⑤ 時間外勤務手当等の状況（平成28年度） (単位：円) 

内 容 金額

管特勤手当 606,000

時間外勤務手当 150,194,281

休日勤務手当 39,082,432

深夜勤務手当 3,683,823

支給実績 193,566,536
 

⑥ 扶養手当                     (単位：円) 

支給区分 支給額/月

配偶者 10,000

子１人あたり 8,000

その他の扶養親族のうち１人あたり 6,500

配偶者のいない場合の１人目のみ（子の場合） 10,000

配偶者のいない場合の１人目のみ（父母等の場合） 9,000

満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子等 5,000円を加算  



⑦ 住居手当                                

条例本文 支給額

家賃23,000円以下 家賃-12,000円 0円～11,000円

家賃23,000円超過～55,000円未満 （家賃-23,000円）/２+11,000円 11,000円～26,900円

家賃55,000円以上 27,000円 27,000円

区分

借
家

自ら居住する
ために住宅を
借り受け家賃
を払っている  

 

 ⑧ 通勤手当 

    (単位：円) 

区分 通勤距離（片道） 支給額等 備考

徒歩 － 不支給 －

2㎞未満 不支給 －

2㎞以上5㎞未満 2,000 月額

5㎞以上10㎞未満 4,200 月額

10㎞以上15㎞未満 7,100 月額

15㎞以上20㎞未満 10,000 月額

20㎞以上25㎞未満 12,900 月額

25㎞以上30㎞未満 15,800 月額

30㎞以上35㎞未満 18,700 月額

35㎞以上40㎞未満 21,600 月額

40㎞以上 24,400 月額

交通機関利用
（バスを含む）

－
6か月定期代又

は回数券
回数券は月額

交通用具利用
（自動車、自転
車、原動機付自
転車、自動二

輪）

 

  

⑨ 管理職手当               (単位：円) 

階　級 職 支給額

消防正監 消防長 92,000

消防監 消防次長 90,000

部長・署長 88,000

参事 75,000

部次長・副署長 72,000

副参事 67,000

課長・担当課長 65,000

主幹 56,000

課長補佐 50,000

管理司令・副主幹 43,000

消防監又は消防司令長

消防司令長

消防司令長又は消防司令

消防司令

  

 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成29年4月1日現在） 

(1) 職員の勤務時間等 

勤　務　時　間 休　憩　時　間

午後5時15分から
午後5時45分まで

午後10時00分から
翌日の午前5時30分まで

勤務区分

毎日勤務

毎日勤務と同じ

日
勤

日

当
務

日

交
替

制
勤
務

午前8時45分から翌日の
午前9時00分まで

午前8時45分から
午後5時15分まで

午後0時00分から
午後0時45分まで

午後0時00分から
午後0時45分まで

 

 

(2) 交替制勤務職員の勤務サイクル基準表 

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
１部 当 週 当 週 当 週 当 週 当 日 当 週 当 週
２部 日 当 週 当 週 当 週 当 週 当 週 当 週 当
３部 週 当 週 当 日 当 週 当 週 当 週 当 週 当  

[凡例]  当…当務日  空欄…非番日  日…日勤日  週…週休日 

 

(3) 主な休暇の取得状況（平成28年度）  

 (単位：日) 

 

内訳 総取得日数 取得日数/１人

年次休暇 6,103 9.63

病気休暇 585 0.92

特別休暇
(夏季休暇含む）

4,908 7.74
 



(4) 特別休暇の種類等（平成 29年４月１日現在） 

種　類 期　間

選挙権等行使休暇 必要と認められる期間

証人等出頭休暇 必要と認められる期間

ドナー休暇 必要と認められる期間

ボランティア休暇 １年度につき５日以内

結婚休暇 ７日以内

生理休暇 ２日以内

妊娠休暇
１日２回各30分以内、又
は１日１回１時間以内

通院休暇

23週まで：４週に１回
24～35周：２週に１回
36週から：１週に１回
産後１年：１回

妊娠障害休暇 ５日以内

出産休暇
産前産後各８週間（多胎妊
娠の場合は産前14週間、産後

８週間）

出産補助休暇 ７日以内

育児休暇
１日２回各30分以内、又
は１日１回１時間以内

子の看護休暇
１年度につき５日以内
（２人以上の場合は１０
日以内）

短期介護休暇
１年度につき５日以内
（２人以上の場合は１０
日以内）

親族死亡休暇 別に定めた日数

祭日休暇 その当日１日

交通機関事故等休暇 必要と認められる期間

感染症等休暇 必要と認められる期間

夏季休暇
任命権者が定める期間に
おいて７日以内

人間ドック休暇 １年度につき１日

勤続10年に達した職員
２日以内で必要と認める
期間

勤続20年に達した職員
３日以内で必要と認める
期間

勤続30年に達した職員
５日以内で必要と認める
期間

負傷、疾病により２週間以上の期間にわたり、日常生活を営む
のに支障のある者の介護、その他を行う職員が、当該世話を行
うため勤務しないことが相当であると認められる場合

職員が一親等の親族又は配偶者の祭日に祭祀を行う場合

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、その
勤務しないことがやむを得ないと認められるとき。

職員が証人、鑑定人、参考人、裁判員等として国会、裁判所、
地方公共団体の議会その他の官公署に出頭する場合

職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を
実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のための
配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場
合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務
しないことがやむを得ないと認められるとき

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動
（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を行う場合で、
その勤務しないことが相当であると認められるとき

職員の親族が死亡した場合

リフレッシュ休暇

職員が人間ドックを受ける場合

内　　容

職員並びにこれらに準ずると任命権者
が認める職員が心身のリフレッシュを
図る場合

職員が生後満１年６月に達しない幼児を育てる場合

女子職員が出産する場合

職員が妊娠障害のため勤務が著しく困難な場合

職員が夏季において元気回復を図る場合（当該任命権者が定め
る期間において新たに職員となった者及び休職、育児休業、介
護休暇、長期の休暇等の期間のある者にあっては、任命権者が
定める日数）

職員が結婚する場合

職員のうち生理日の勤務が著しく困難な場合

妊娠中の職員が通勤に利用している交通機関の混雑の程度及び
その他の事情により、母体の健康維持に重大な支障を与えると
任命権者が認める場合

職員が妊娠のため医師の診断を受ける場合

職員が、地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等
により出勤できない場合

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律によ
り交通の制限又は遮断され、又は隔離された場合

職員の配偶者が出産した場合
（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含
む。）

小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を
養育する職員が、その子の看護（負傷し、又は疾病にかかった
その子の世話を行うことをいう。）のため勤務しないことが相
当であると認められる場合

 
〔注〕 特別休暇とは、職員が特別の事由により勤務しないことが相当である場合として認められる休暇をいいます。 



 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況（平成28年度） 
 
(1) 分限処分者数 

分限処分とは、公務能率の維持し、適正な運営を確保することを目的として、本人の意に反してそ

の身分に不利益な変動をもたらす処分です。分限処分には、降任、免職、休職、降給の４種類があり

ます。 

（単位：人） 

降任 免職 休職 降給 計

0 0 1 0 0  
 
(2) 懲戒処分者数 

懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない行為等があった場合に、公務員全体の秩序を維持する

ために、職員の義務違反に対する道義的責任を追及して行う処分です。懲戒処分には、戒告、減給、

停職、免職の４種類があります。 

         （単位：人） 

戒告 減給 停職 免職 計

0 0 1 0 1
 

 

 

 

６ 職員の服務の状況 

   

  職員の営利企業等従事許可の状況（平成28年度） 

   

   地方公務員法第38条（営利企業等の従事制限）において、職員は、任命権者の許可を受

けなければ、営利企業等への従事をしてはならないと定められています。平成28年度に新

たに許可した状況は、次の通りです。 

 

営利企業等の従事の内容 許可件数 事例

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、そ
の他の団体の役員、顧問、評議員及び当該会社、団体の重
要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合

0 なし

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0 なし

報酬を得て事業もしくは事務に従事する場合 3
青少年指導員、不動産管
理、評議員

計 3
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７ 職員の退職管理の状況 
  

地方公務員法第38条の２第８項及び同法38条の６第２項に規定されている職員の退職管

理の適正の確保に関して、枚方寝屋川消防組合消防職員の退職管理に関する条例及び同規則

に定め、離職前に課長職以上に就いていた職員に対し、離職後２年間、営利企業等に再就職

した情報の届け出等を義務付け、当該届出に係る事項を公表しています。平成29年４月時点

での届出状況は、次のとおりです。 
 

 

離職年度

平成27年度 1 件

平成28年度 0 件

届出件数

 
 

※ 届出事項の内容の詳細については、枚方寝屋川消防組合ホームページに掲載していると

おりです。 

 

 

８ 研修の実施状況（平成 29年４月１日現在） 
所属研修実施基準 

 

種　別 対象者 実施回数・時間・内容等 備　考

(1)集合研修 全職員

年間１回　　２時間以内
内訳
　訓練礼式（通常点検含む）、所
属長訓育及び所属に応じた内容
※実施時間を１時間として、年間
２回実施することも可能とする。

　当務日に実施する場
合は残留の非番職員に
時間外勤務手当を支給
する。
毎日勤務職員は、実施
回数に応じ班編成して
実施する。

(2)職場研修
実施内容にあわ
せた人員

　交通安全講習、その他講習、検
討会、教養、訓練等
　各課、各担当合同で行う。署に
あっては、勤務場所その他特定の
場所に集合し、又は指導者が巡回
等で行う。

　勤務時間内で実施
し、時間外勤務手当を
支給しない。
交替制勤務職員は、当
務日又は日勤日で実施
する。

(3)機関員
養成講習

機関員資格を取
得しようとする
職員

　枚方寝屋川消防組合機関員の養
成に係る要綱に基づき実施する。

　勤務時間内に実施す
る。

配属６か月未満
の職員と、その
職員が配属され
ている課

　業務報告書を活用したOJT
　配属期間が６か月を超えるま
で、新人職員業務報告書作成要領
に基づき実施する。

　勤務時間及び業務に
関連する時間で実施す
る。

基礎研修期間職
員（配属２年未
満の職員）と、
その職員が配属
されている課

　基礎研修期間履修項目表を使用
したOJT（試行後に実施予定）

　勤務時間及び業務に
関連する時間で実施す
る。

(4)新人職員
及び基礎研修
期間中の職員
育成

 



 

(1) 本部研修 

人　員 対象者 日　数

145名 管理職 2日間

85名 各階級の昇任候補者 1日間

48名 希望職員(予定） 1日～3日間

前期9名
後期16名

基礎研修期間修了者
前期・後期

計2回

前期17名
後期25名

新人職員 2日間

16名
大型免許取得者で
2級機関員資格者

前期・後期
計2回

210名 救急担当者 3日間

45名 救助担当者 1日間

15名 高度救助隊員 1日間

10名
国際救助隊員

及びその予定者
1日間

未定 受講希望者 随時

1名 消防司令補 2年間

1名 消防司令 2年間

1名 消防司令 14日間

2名 指令課員 １当務

1名 予防担当者 １か月

1名 調査担当者 １か月

1名 救助担当者 2日間

1名 消防司令補 2年間

国 際 消 防 救 助 隊 隊 員 研 修

救 急 担 当 者 研 修

大阪市消防局指令情報セン ター 実務 研修

大 阪 市 消 防 局 違 反 処 理 研 修

枚 方 市 派 遣

総 務 省 派 遣

大 阪 府 立 消 防 学 校 教 官 ２ 年

大 阪 市 消 防 局 方 面 隊 実 務 研 修

高 度 救 助 隊 隊 員 研 修

国
ま
た
は
他
の
地
方
公
共
団
体
研
修

実 務 研 修

大 阪 市 消 防 局 調 査 鑑 識 研 修

大 阪 市 消 防 局 救 助 隊 電 気 災 害 研 修

研修名

管 理 職 研 修

救 助 担 当 者 研 修

大 型 車 両 取 扱 講 習

自 主 参 加 研 修 会

昇 任 候 補 者 研 修

基 礎 研 修 期 間 修 了 者 研 修

新 人 職 員 研 修

専
門
研
修

基
本
研
修

本
部
研
修

 
 

 

 



 

(2) 学校派遣 

人　員 対象者 日　数

幹 部 科 3名 消 防 司 令 以 上 各32日間

警 防 科 1名 消 防 司 令 補 以 下 34日間

予 防 課 1名 消 防 司 令 補 以 下 50日間

高 度 ・ 特 別 高 度 救 助 コ ー ス 1名
消 防 士 長 以 上
の 救 助 担 当 者

10日間

指 揮 隊 長 コ ー ス 1名
消 防 司 令 長
又 は 消 防 司 令

9日間

初 任 教 育
前期17名
後期25名

新 規 採 用 職 員
6月間

(2期制）

警 防 科 3名 警 防 担 当 者 9日間

予 防 科 防 火 査 察 課 程 2名
予 防 担 当 者
及 び 警 防 担 当 者

6日間

予 防 科 消 防 用 設 備 課 程 2名
予 防 担 当 者
及 び 警 防 担 当 者

6日間

予 防 科 危 険 物 課 程 1名 保 安 対 策 担 当 者 6日間

火 災 調 査 科 4名
調 査 担 当 者
及 び 警 防 担 当 者

9日間

救 急 科 （ 前 期 ・ 後 期 ）
前期15名
後期18名

消 防 司 令 補 以 下 各32日間

救 助 科 3名 救 助 担 当 者 18日間

特 殊 災 害 科 3名 警 防 担 当 者 6日間

初 級 幹 部 科 4名 消 防 士 長 9日間

中 級 幹 部 科 4名
消 防 司 令
消 防 司 令 補

7日間

上 級 幹 部 科 3名 課 長 職 1日間

は し ご 車 技 術 講 習 3名 警 防 担 当 者 4日間

潜 水 士 養 成 研 修 2名 救 助 担 当 者 5日間

上 級 救 助 研 修 1名 救 助 担 当 者 8日間

上 級 予 防 研 修 1名 予 防 担 当 者 9日間

救 急 救 命 士 の 新 た な
処 置 拡 大 に 係 る 追 加 講 習

12名 救 急 救 命 士 3日間

ビ デ オ 喉 頭 鏡 講 習 6名 救 急 救 命 士 1日間

指 揮 研 修 2名 警 防 担 当 者 2日間

消 火 技 術 指 導 者 研 修 1名 消防 担当 の小 隊長 3日間

救 急 救 命 東 京 研 修 所 前期3名
救急資格者で要件
を満たしている者

6月間

大 阪市 消防 局 高度 専門 教育 訓 練 セ ン タ ー 4名
救急資格者で要件
を満たしている者

6月間

研修名

救

急
救
命

士

消
防
大
学
校

大
阪
府
立
消
防
学
校

大

阪

市

消

防

局

高

度

専

門

教

育

訓

練

セ

ン

タ
ー

学
校
派
遣
研
修

 



 

(3) 委託研修 

 

人　員 対象者 日　数

10名 消 防 司 令 補 以 下 2日間

3名 消 防 司 令 補 以 下 4日間

4名 消 防 司 令 補 以 上 4日間

2名 救 助 担 当 者 2日間

5名 救 助 担 当 者 3日間

4名 救 助 担 当 者 3日間

3名 救 助 担 当 者 3日間

2名 救 助 担 当 者 １日間

2名 救 助 担 当 者 2日間

1名 救 助 担 当 者 2日間

1名 警 防 担 当 者 4日間

15名 消 防 司 令 補 以 下 講習期間

3名 救 急 担 当 者 2日間

3名 全 職 員 １日間

7名 安 全 運 転 管 理 者 1日間

3名 危険物保安監督者 1日間

21名 全 職 員 随時

4名 消 防 司 令 以 下 1日間

4名
安 全 運 転 管 理 者
副安全運転管理者

1日間

4名 調 査 担 当 者 1日間

7名
調 査 担 当 者
消 防 担 当 者

1日間

11名
調 査 担 当 者
消 防 担 当 者

1日間

7名
調 査 担 当 者
消 防 担 当 者

1日間

9名
調 査 担 当 者
消 防 担 当 者

1日間

15名
調 査 担 当 者
消 防 担 当 者

1日間

7名
調 査 担 当 者
消 防 担 当 者

1日間

7名
調 査 担 当 者
消 防 担 当 者

1日間

2名 救 助 担 当 者 1日間

5名 救 助 担 当 者 1日間

8名 予 防 担 当 者 1日間

4名 予 防 担 当 者 1日間

大 阪 府 防 災 安 全 セ ミ ナ ー

東 ブ ロ ッ ク 火 災 調 査 担 当 者 研 修 会

委
託
研
修

研
修
会
・
講
習
等

違 反 是 正 事 例 研 究 会

危 険 物 事 故 防 止 対 策 等 セ ミ ナ ー

火災調査事例発表会 （大 阪市 消防 局）

火災調査事例発表会（大阪府下消防長会　警防救急委員会）

火 災 調 査 研 究 会 （ 神 戸 市 ）

都 市 型 救 助 講 習 rescue japan

レ ス キ ュ ー ネ ッ ト ワ ー ク

研修名

マ ッ セ OSAKA

調査担当者研修（大 阪府 下消 防長 会）

高 圧 ガ ス 免 許 取 得 講 習 ・ 試 験

火災調査事例発表会（大阪府下消防長会）

東 ブ ロ ッ ク 火 災 調 査 事 例 研 究 会

安 全 運 転 研 修

危 険 物 取 扱 者 （ 乙 四 ） 免 許 取 得 試 験

東ブロック調査担当者研修会（NITE製品評価技術）

衛 生 管 理 者 受 験 準 備 講 習 ・ 試 験

ガ ス 溶 接 技 能 講 習

小 型 移 動 式 ク レ ー ン 講 習

潜 水 士 試 験

酸素欠乏・硫酸水素危険作業主任者講習

委
託
研
修

足 場 組 立 作 業 主 任 者 技 能 講 習

大 型 自 動 車 運 転 免 許 取 得

水 上 安 全 法 救 助 員 養 成 講 習

特 定 化 学 物 質 等 作 業 主 任 者 講 習

第 2 級 陸 上 特 殊 無 線 技 士 養 成 講 習

法
定
講

習

各
種
資
格
取
得
講
習

玉 掛 技 能 講 習

小 型 船 舶 操 縦 士 免 状 取 得 講 習

安 全 運 転 管 理 者 （ 正 ・ 副 ） 講 習

危 険 物 保 安 監 督 者 講 習

 



 

 

人　員 対象者 日　数

1名 救 助 担 当 者 1日間

1名 救 急 担 当 者 2日間

32名 救 急 担 当 者 年4回

33名 救 急 担 当 者 年4回

9名 救 急 担 当 者 7当務

8名 救 急 担 当 者 30症例

6名 救 急 担 当 者 2症例

6名 救 急 担 当 者 各4当務

3名 救 急 担 当 者 1日間

1名 救 急 担 当 者 2日間

24名 救 急 担 当 者 毎月1日間

156名 救 急 担 当 者 1日間

4名 予 防 担 当 者 1日間

2名 予 防 担 当 者 1日間

4名 予 防 担 当 者 2日間

4名 予 防 担 当 者 1日間

12名 消 防 司 令 長 以 下 2日間

2名 消 防 司 令 補 以 上 2日間

8名 消 防 司 令 補 以 上 2日間

1名 人 事 担 当 者 1日間

3名
消 防 担 当 者
救 助 担 当 者

1日間

1名 警 防 担 当 者 1日間

4名 予 防 担 当 者 1日間

4名 予 防 担 当 者 1日間

4名 予 防 担 当 者 1日間

2名 保 安 3 法 担 当 者 1日間

1名 保 安 3 法 担 当 者 1日間

1名 保 安 3 法 担 当 者 1日間

2名 予 防 担 当 者 1日間

2名 保 安 3 法 担 当 者 5日間

1名 警 備 課 担 当 者 1日間

研修名

日 本 臨 床 救 急 医 学 会 総 会

北 河 内 救 急 症 例 研 究 会

心 電 図 （ 救 急 用 モ ニ タ ー ） 講 習 会

全 国 消 防 救 助 シ ン ポ ジ ウ ム

予 防 技 術 資 格 検 定

消 防 職 員 体 力 練 成 研 修 会

救 急 救 命 士 気 管 挿 管 病 院 実 習

救 急 救 命 士 ビ デ オ 喉 頭 鏡 気 管 挿 管 病 院 実 習

全 国 救 急 隊 員 シ ン ポ ジ ウ ム

救 急 救 命 士 就 業 前 研 修

近 畿 救 急 医 学 研 究 会 救 急 隊 員 部 会

救 急 救 命 士 再 教 育 病 院 研 修

北 河 内 MC 協 議 会

原 子 力 防 災 研 修

危 険 物 安 全 研 修 会 （ 大 阪 市 ）

火 災 科 学 セ ミ ナ ―

人 事 管 理 研 修 会

特 別 研 修 会

消 防 職 員 安 全 衛 生 研 修 会

経 済 産 業 省 に お け る 研 修

高 圧 ガ ス 保 安 教 育 基 礎 講 習

高 圧 ガ ス 保 安 検 査 の ポ イ ン ト と
事 例 紹 介 セ ミ ナ ー

委
託
研
修

研
修
会
・
講
習
等

危 険 物 取 扱 者 保 安 講 習

高 圧 ガ ス 保 安 法 に お け る
許 可 届 出 の ポ イ ン ト セ ミ ナ ー

惨 事 ス ト レ ス 研 修 会

消 防 実 務 講 習 会

危 険 物 施 設 安 全 推 進 講 演 会

予 防 事 務 講 習 会

認 知 症 サ ポ ー ト 研 修

ハロン消火剤と予防 行政 に係 る講 習会

予 防 技 術 講 習 会



９ 職員の福祉及び利益の保護の状況（平成28年度） 

 

(1) 福利厚生事業の状況 
地方公務員法で義務付けられている職員の福利厚生については、枚方寝屋川消防組合職員互親会

で行っています。 

 

   (2) 福利厚生事業の会費及び事業主負担金の状況 
             (単位：千円) 

   

会費 事業主負担金 負担比率

（Ａ） ( Ｂ ) （ Ａ ） ： ( Ｂ )

枚方寝屋川消防
組合職員互親会

10,757 6,554 1.64:1

区分

平 成 2 8 年 度

  
 

(3) 公務災害・通勤災害の認定請求件数 

 

区分 請求件数 認定

公務災害 ５件 ５件

通勤災害 ０件 ０件  
 

 

１０ 公平委員会の報告事項（平成 28年度） 

 

(1) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

該当なし 

 
  ※ 職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、消防組合により適当

な措置がとられるべきことを要求することができます。 

 

(2) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

 

該当なし 
 

※ 職員は、懲戒その他意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申し立てをすること

ができます。 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

平成 28 年度 

枚方寝屋川消防組合人事行政の運営等の状況の公表 

平成 29 年８月 

編集 枚方寝屋川消防組合 総務部人事課 


